
地域資源を活用したレジリエントなエネ
ルギー・経済循環の実現に向けた勉強会

一般社団法人 JBN ・全国工務店協会
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一般社団法人ＪＢＮ・全国工務店協会 概要

■一般社団法人ＪＢＮ（Japan Builders Network） ・全国工務店協会は、地域工務店団体として
全国最大（全国都道府県に傘下組織を持つ）。現在約3,000社の地域工務店会員で組織されている。
■設立時は、長期優良住宅の推進・国産材普及及び会員工務店を支援する目的で
設立された法人であり、関係省庁や業界団体と綿密に連携をとりながら運営。

■会長以下理事等は全て工務店会員が担当しており、地域工務店が運営する地域
工務店のための組織として第18期をむかえている。

■8委員会があり、地域工務店の受注増加につながる研修会、認定制度、環境整備
等を担当している。

■関係団体：一般社団法人全国木造建設事業協会（災害時の復旧・復興）

概要

法人名：一般社団法人JBN ・全国工務店協会 （創立15年）

所在地：東京都中央区八丁堀3-4-10 京橋北見ビル東館6階 ＴＥＬ：03-5540-6678/FAX：03-5540-6679

会 長：安成 信次（株式会社安成工務店 代表取締役/山口県 下関市）

初 代：青木 宏之氏（青木工務店：神奈川県）、2代目 大野 年司相談役（大野建設：埼玉県）

会員種別：正会員（工務店）、連携団体（都道府県団体）、関連事業者（メーカー、資材等）、賛助会員

年会費：36,000円 ※JBN会員に入会するには、JBN連携団体の所属会員であることが条件 2



【 地域工務店の役割】

地域工務店は木材の地産地消など「地域経済循環」 や災害時、復

興時など 「地域レジリエンス」 に不可欠な存在。更に、地域の脱

炭素化を牽引するだけでなく、住まいを通じて地域コミュニティ

そのものを支える、地域住宅の根幹を成す存在である。

※地域レジリエンス（ 災害対応の実績と地域工務店の存続意義 ）

熊本・能登等の災害において、木造応急仮設住宅の迅速な供給を支

えたのは地域工務店の技術力と地域ネットワークである。地域工務

店の存続は、地域経済の循環と雇用維持を支える基盤である。

平時は「地域経済循環」、有事は「地域レジリエンス」
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JBNはZEH義務化を前倒しで達成するため 、 「 JBN脱炭素社会

に向けたロードマップ 【改訂版 2025 】」 を策定し、業界の先

導的役割を担っている 。

ロードマップによる牽引と
技術力向上に向けて

建築基準法・省エネ基準の改正

に対応した講習会等を通じ、

会員工務店の「トップアップ」

と「ボトムアップ」を推進。

【 地域工務店の現状１】

上記：ロードマップ抜粋
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【 地域工務店の現状２】

既存住宅の脱炭素・ ZEH改修の機会
現状の省エネ水準である断熱等級 4は全工務店が達成済であり、 ZEH基準

である 断熱等級5の達成率は現在80% 超。更に脱炭素化や 2030年の断熱

等級６達成に向け 、工務店の更なる技術向上を JBNがけん引する。

約5,000 万戸存在する地域の住宅ストックの ZEH改修は全工務店にとって

大きなビジネス機会でもあり、 2050年既存住宅ZEHに向けて、施工技

術・担い手、資金支援が急務である。

国際情勢や建材価格高騰他の影響から

国際情勢の激変により建材価格は高騰、資材調達も困難な状況が続く。

中小工務店にとって、これらの要因は事業存続を左右する深刻な課題で

ある。 5



省エネ基準から ZEH水準、脱炭素化に向けて

ロードマップに基づく省エネ基準への適合は既に達成された。今後は

2030年以降を見据え、 ZEH・ LCCM住宅等の事例セミナーを通じ、脱

炭素社会の実現に向けた知識・技術の習得と、地域工務店を担い手と

する全国的な人材育成が急務である。

現場実践力の強化

脱炭素化に向けて、工務店が地域レベルで直面する現場課題（技術的

要素・消費者への説明方法・コスト等）を解決し、主体的に取り組む

ための地域ベースでの対応手法を確立することが極めて重要である。

【省エネ基準の対応状況と今後に向けて】
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現状の支援限界とリソース不足

現在は情報提供・セミナーが中心であり、地域の実情に即した

実践的な強化策 (ボトムアップ )を講じるためのリソースや資金

力が不足しているのが現状。

地域特性に応じた共同学習環境の整備

地域の工務店が協働して学び情報交換できる仕組みが効果的。

東京都の事業（省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム）のよ

うな取組が、全国の地方自治体レベルで展開されることを望む。

【 2030 年度以降のZEH義務化を見据えた支援】
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（例）「東京都 省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム」会員団体支援
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（例）全国の重点対策加速化事業の活用

山形県島根県 山口県
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新築ZEH住宅化対応と既存住宅の ZEH化(断熱リフォーム )

JBNは環境省の「断熱・省エネリフォーム推進タスクフォース」にて、テキス

ト作成を通じ会員工務店の技術力強化を担ってきた。引き続き、新築 ZEH住宅

から既存住宅の断熱リフォームによる ZEH化まで、地域工務店が脱炭素の担い

手として活躍できるよう、全国的な技術力向上への支援が必要である。

地域工務店だからこその脱炭素化に向けて

工業化住宅と異なり、地域工務店は構造材から仕上げ材まで地域の木材で

住まいをつくる。地域で育った木を地域で使うこの循環こそが、ライフサ

イクル全体でのカーボンマイナスを実現する LCCMへの最も確かな道筋。こ

の地産地消の強みを、今こそ力強く推し進めたいと考えている。

【地域工務店だからこその脱炭素】
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地域工務店の横連携力を活かす

工務店は技術共有等の横連携力が高い。同じ地域の工務店が連携すること

で、幅広い木造建築への高断熱・気密設計や太陽光設備設置等の高度な技

術を共有・習得できる。支援体制が整えば、こうした技術力を地域全体で

底上げし、 ZEH住宅（新築・改修）の普及につなげることができる。

既存住宅のZEH化における担い手として

地域工務店はリフォームやメンテナンスを通じて地域住民と深くつなが

る「かかりつけ医」的存在。その信頼関係を活かし、既存住宅の ZEH改

修を提案に活かすことが可能。

【地域工務店の展望】
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